
　　　意見書

　平成１８年１０月５日、地方自治法第７４条第１項の規定に基づき、６，４１１人の連署

をもって、橿原市議会の議員の定数を定める条例の一部改正に関する直接請求があった。そ

の内容は、現在の本市議会議員の定数２６人を２１人に削減するというものであり、その理

由として経費の節減、財政改革を挙げている。

　わが国の地方自治制度は、首長と議会のそれぞれが、直接に住民の投票により選ばれると

いう二元的代表制をとっており、これにより議会は、自治体の運営に関して住民に直接の責

任を負っている。議員定数の削減は、住民の意思を公平かつ適正に地方行政に反映させるた

めには、いかなる数が適切であるかという間接民主制の根幹にかかわる問題であるが、今回

の直接請求が、法定必要数をはるかに上回る６，４１１名の有効署名を添えて提出されたこ

とは、これを重く受けとめるべきであると考える。

　地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律が施行されてすでに久しく、

地方分権は今や実行の段階を迎えている。地方公共団体の自己決定権、自己責任が拡大する

中、行政運営の公正性と透明性の確保が一層求められるとともに、これまでの国主導の画一

的な施策ではなく、住民の意思に即した地域性のある施策の実施が強く要請されるようにな

ってきている。また、財政改革の推進は、橿原市においても喫緊の課題である。

　議会においては現下の状況を十分考慮され、いかなる定数がその責務を全うするにふさわ

しいか、住民から直接に権能を負託された議会の組織に対する自己決定権を尊重し、その自

主的意志により判断されることを希望し、意見とする。

　　　平成１８年１０月２４日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　橿原市長　安曽田　豊


